
 

 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

鶴田町商工会（法人番号 8420005003519） 

鶴田町（地方公共団体コード 023841） 

実施期間 令和６年４月１日 ～ 令和１１年３月３１日 

目標 

①小規模事業者の経営力強化による地域産業基盤の維持 

②創業支援や事業承継支援による小規模事業者の減少を抑制 

③職員の資質向上とチーム支援による伴走型支援体制の強化 

事業内容 

３．地域の経済動向調査に関すること 

 ①地域の経済動向分析 

 ②地域内の景気動向分析 

４．需要動向調査に関すること 

 ①自店の利用者へアンケート調査 

５．経営状況の分析に関すること 

 ①経営意欲の経営分析 

 ②記帳指導による分析 

６．事業計画策定支援に関すること 

 ①ＤＸ推進セミナーの開催 

 ②事業計画策定セミナーの開催 

 ③事業計画策定支援の実施 

 ④創業支援の実施 

⑤事業承継支援の実施 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

 ①事業計画策定者へのフォローアップ支援 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

 ①物産展等情報提供及び出展支援 

 ②ＩＴを活用した支援 

連絡先 

鶴田町商工会 

〒038-3503 青森県北津軽郡鶴田町大字鶴田字早瀬 184-2 

TEL：0173-22-3414 FAX：0173-22-5548 

e-mail：turutas@cocoa.ocn.ne.jp 

鶴田町 企画観光課 

〒038-3503 青森県北津軽郡鶴田町大字鶴田字早瀬 200-1 

TEL：0173-22-2111 FAX：0173-22-6007 

e-mail：syoukan@town.tsuruta.lg.jp 
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＜主な特産品＞ 

米 

（つがるロマン） 

鶴の輝き（つがるロマン）

は、青森県の津軽地域を中心

に生産されているエース品種

である。 

 

りんご 青森といえばりんご。鶴田

町では、つがる、ジョナゴール

ド、陸奥、ふじなど、おいしさ

にこだわった津軽の代表とし

て、大きな人気を誇ります。 

 

ぶどう 

（スチューベン） 

作付け面積・生産量ともに

日本一を誇るスチューベン。

糖度が高い品種です。 

 

ワイン 完熟したぶどう（スチュー

ベン）を閉じ込めたワイン。 

 

 

②課題 

一．産業別の課題 

鶴田町は、地理的に近隣市町と近く自動車でのアクセスが容易なことから、大型店等への

消費流出が抑えられない状況である。これは、近隣の町にも言えることである。 

次に、１０年前、２０年前と比べ人口が減少しており、それに合わせ経済活動の縮小が既

に進んでいる。各種統計から今後も人口は減少することが予想されており、ＤＸ化による効

率化や、地域外への販売活動の推進等、経済活動の縮小を見越した経営体制の構築が必要で

ある。 

また、事業者数の多いサービス業、卸小売業を中心に、原材料高騰の影響を受けている事

業者が多く、利益の確保が徐々に厳しくなっている。 

以上のことから、産業全体に共通する課題としては、消費流出、人口減少、原材料高騰、

事業承継が課題として挙げられる。業種別の課題については、次のとおり。 
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・サービス業の課題 

消費の流出は、個店の力のみでは解決が困難であるが、競合との差別化が図られる商品や

サービス等の工夫により、逆に近隣から顧客を呼び寄せるくらいの気概が必要である。 

そのためには、まずは地域の経済動向、需要動向等による消費者ニーズの把握が必要であ

り、その結果に基づき、事業者の強み、特徴を活かした事業計画と実行力が必要である。 

また、補助金等の施策活用も有効であるため、商工会が積極的に関与する余地がある。 

 

・建設業の課題 

原材料の入手難は、一定の落ち着きを取り戻しつつあるが、原材料価格高騰が依然として

続いている。また、従業員、作業員等の人材確保が今後の課題としてある。 

 

・卸小売業の課題 

サービス業と同様に、地域の消費者ニーズの把握が必要であり、事業者の強み、特徴を活

かした事業計画と実行力が必要である。 

また、ＡＩ、ＩＴ等のＤＸを取り入れた経営の効率化やコスト削減、顧客サービスの向上

等、時代と共に変化する顧客ニーズに対応した経営活動が必要である。 

 

・製造業の課題 

地元特産品である米、りんご、ぶどう（スチューベン）等がある。しかし、重労働や賃金

の低さから、後継者難と共に生産者の高齢化が課題として挙げられる。 

製造業では、原材料価格の高騰による利益圧迫からの改善、親族以外も視野に入れた事業

承継が課題としてある。 

 

・農業の課題 

農業分野での課題は、商工会では対応が難しいところであるため、町役場等との共同体制

により、解決を目指す。 

ただし、顧客ニーズの把握、新たな需要の開拓支援等、商工会でも十分支援が可能なとこ

ろから、支援する。 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

①１０年程度の期間を見据えて 

前述の地域の現状【図４】より、当町の今後の人口は減少傾向で推移することが予想されて

いる。現在（2020 年）とその 10 年後（2030 年）を比較すると、次のとおりとなる。 

 
①2020 年 ②2030 年 

③増減 

（②－①） 

④増減率 

（③/①） 

総人口 12,074 人 10,665 人 △1,409 △12％ 

年少（～15 歳） 1,263 人 968 人 △295 △23％ 

生産（15 歳～65 歳） 6,236 人 5,337 人 △899 △14％ 

老齢（65 歳～） 4,575 人 4,360 人 △215 △5％ 
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将来の鶴田町を担う「年少人口」が２０％以上減少するとともに、生産人口も減少する予想

である。このまま推移すると、2040 年には、生産年齢人口と老齢人口が同じ規模になることが

予想されている。 

 

一．人口減少から予想される商工業への影響 

・地域経済規模の縮小 

地元での購買活動が減少するため、経営難により廃業を余儀なくされる事業者が多くな

る。特に、地元の消費者を相手にしている事業者は、軒並み経営難に陥ることが目に見えて

いる。 

先行きの見通しが立たないことから、若手後継者は事業承継後への不安を感じるため、働

き場を求め町外へ流出することになる。よって、既存の事業者は、事業承継せず廃業を選択

せざるを得なくなる。 

その結果、消費者は、地元で購買することが出来ない商品、サービス等が多くなり、購買

活動の地域外流出に歯止めがきかなくなるという悪循環が益々進む。 

 

・若手人材の地域外への流出 

地元に働く場所が少なくなるため、より良い生活を求めて地域外へ流出する。したがって、

事業者は労働力不足になり、企業の生産性やサービスの品質が低下し、地域外との競争力が

失われるため、地域の衰退が加速される。 

 

二．今後への対応策 

時代の変化に柔軟に対応可能な、事業計画の策定手順（課題抽出、分析、課題解決）を確

立し、売上増加、利益確保を目指し、経営難から生じる廃業を抑制する。 

失われる業種を補う事業の発掘や、創業者及び創業希望者への支援を通じて、雇用の維持

確保を目指す。当会には、起業家や経営者の相談相手となり、事業の創出や創業を支援する

「インキュベーションマネージャー（ＩＭ）」の認定（以後、「ＩＭの認定」）を受けた職員

が在籍している。創業への支援の他、職員へのＯＪＴを兼ねながら、支援力の強化を図る。 

人口減少への対応策として、デジタル化を導入し、業務の効率化やコスト削減、顧客サー

ビスの向上が考えられる。デジタル化で出来ることを丁寧に説明し、必要なツールを必要と

している事業者へ提案する。 

小売業を中心に、従来の実店舗での販売では限界があるため、オンライン販売を導入、推

進すれば解決出来る可能性がある。市場ニーズを捉えた新商品開発や販路開拓を推進し、人

口減少に負けない地域産業基盤の維持を目指す。 

 

②鶴田町総合計画との連動性・整合性 

鶴田町では、令和５年度から令和９年度までを計画期間とする「第６次鶴田町総合計画（前

期基本計画）」を定めている。商工業関連の計画としては、「特産品」「商工業」「観光」につい

て明記されている。その中の、基本方針の一部を抜粋したものが次のとおりである。 

・特産品（特産品のブランド力強化と収益向上） 

「つるたスチューベン」の一層のブランド化を推進し、町農業のＰＲと所得向上を目指す。
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また、冬の農業に取り組む意欲ある農家をモデルケースとして、農家の冬期所得向上を目指

す。 

 

・商工業（商工業事業者の経営基盤強化の推進） 

商工会及び観光協会と連携し、地域における消費拡大と事業者支援の充実化を図り、町経

済の維持、成長を目指す。 

また、企業誘致により、人材確保に繋げ、活力ある町を目指す。 

 

・観光（鶴の舞橋を主とした観光の推進） 

鶴の舞橋と周辺施設の魅力を高め、だれもが訪れたくなるような「鶴の舞橋」を目指し、

観光による消費と波及効果の拡大を図る。 

また、地域イベントを充実させ活気ある町と町民が誇りに思う観光地を目指す。 

 

以上のことから、町では、「特産品のブランド化強化」「商工事業者の経営基盤強化」「観光

客誘客」による地域規模での活性化を計画している。それに対し商工会は、町の施策を具現化

する事業者を中心に、地域の経済動向調査や景気動向分析等による消費者ニーズの把握から物

産展等を活用した地域外への販路開拓支援を計画している。 

地域活性化という共通する目的に達成するまでの過程で、連動・連携する部分が多く、整合

性もとれていると言える。 

 

③商工会としての役割 

これまでの現状と課題を踏まえ、商工業者をはじめとした地域の活性化を図るためには、観

光、物産等との相乗効果が必要である。そのためには、地域の総合的経済団体として、商工業

発展のために、伴走型支援を中心とした「個社の経営力強化」に貢献し、小規模事業者の持続

的発展を図る必要がある。 

具体的には、本経営発達支援で実施する「消費者ニーズを把握」するための各種調査事業及

び、調査結果を基にした事業者への経営分析や事業計画策定による「経営力の強化」、新たな

需要の開拓支援等を積極的に行う。 

人口減少による経済の縮小が益々進む今後において、まずは「縮小を抑制する」ことを意識

し、事業者への支援を継続することにより、１０年後には「維持」出来るよう使命感を持って

実施する。 

 

（３）経営発達支援事業の目標 

①小規模事業者の経営力強化による地域産業基盤の維持 

今後は、少子高齢化が益々進み、地域の経済は縮小し、地域間の競争も激しくなる。一方で、

コロナ禍からの解放から観光客の増加が見込まれ、町外からの新たな消費需要の増加が期待さ

れている。 

こうした、多様な環境の変化に対応出来るよう、個社支援では事業計画策定等の支援を行い、

経営の安定化、事業者数の維持を目指す。 
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②創業支援や事業承継支援により、小規模事業者の減少の抑制 

人口減少による個人消費の縮小や、事業者の高齢化や後継者不足など、創業や事業承継には

厳しい環境にある。しかしながら、創業希望者は一定数存在することや、利益を生み出せる一

部の事業所では事業承継の準備が進んでいることを考慮すると、まだまだ創業支援及び事業承

継支援は必要であるため、事業者数の維持を目指し今後も引き続き支援を続ける。 

 

③職員の資質向上とチーム支援による伴走型支援体制の強化 

当会には、ＩＭの認定を受けた職員が在籍している。前述の目標①②を遂行するためには、

その職員を中心にＯＪＴによる支援力の向上を図る必要がある。更に、職員複数名でチームを

組み、事業者へのチーム支援を通じて、職員間の支援ノウハウの共有を図り、職員個々の総合

的な支援能力を高めることにより、商工会全体での伴走型支援体制の強化を図る。 

以上のように、伴走型支援体制の強化を図り、小規模事業者が求める支援ニーズの把握から

課題解決に向けた伴走型支援の実施することで、事業者が持続的発展をするための経営力向上

に繋げる。 

 

経営発達支援事業の内容及び実施期間 
２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和６年４月１日～令和１１年３月３１日） 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

①小規模事業者の経営力強化による地域産業基盤の維持 

経営意欲のある事業者に本事業に参加してもらい「経営分析」「事業計画策定」「事業計画策定後

のフォロー」をしっかり行い、先を見越した経営体制を根付かせる。 

そのためには、対話と傾聴を経た課題設定と事業者の潜在力を引き出すため、経営力再構築伴走

支援モデルの考え方を取り入れた支援を行う。 

また、高度及び難解な課題等に関しては、外部専門家を派遣し支援する。 

 

②創業支援や事業承継支援により、小規模事業者の減少の抑制 

現在の若手創業者及び創業を検討している方は、インターネット等を活用して自ら情報収集を

行うことが出来るため、商工会ＨＰに創業支援ページを設け、創業に関する知識の習得や支援策の

情報提供をする。 

創業に関しては、商工会が窓口となり、他の支援機関とも連携しながら創業事業計画策定支援な

どの伴走型支援に取り組む。 

事業承継に関しては、青森県事業承継・引継ぎ支援センター（事業承継相談会）や日本政策金融

公庫（金融相談会）で行っている、事業承継マッチング支援などを活用して支援を行う。 

商工会は、相談者と専門機関との間に入り、総合的な調整を図りながら伴走型支援を行う。 

 

③職員の資質向上とチーム支援による伴走型支援体制の強化 

これまで、事業計画等の策定支援が必要であった、金融や補助金活用支援では、一人の職員が最
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委員会は、鶴田町役場、中小企業診断士、青森県商工会連合会、法定経営指導員で組織し、年１

回開催する。 

  

②理事会への報告 

委員会での評価結果は、理事会にも報告し、事業の改善や見直し等を行う。 

 

③事業成果等の公表 

成果、評価、見直し結果については、商工会ＨＰにて公表し、地域の小規模事業者が閲覧可能な

状態にする。 

 

 

１０．経営指導員等の資質向上等に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

青森県商工会連合会が主催する経営指導員等を対象とした研修に積極的に参加し、資質向上に

努めている。 

また、外部専門家との帯同により、支援方法や専門知識の習得を行っている。 

他、日本政策金融公庫や、２１あおもり産業総合支援センター等が実施しているオンラインセミ

ナー等へ参加し、幅広い知識の習得に取り組んでいる。 

  

【課題】 

研修やセミナー等で得た知識を職員間で共有する習慣が無いため、事務局全体の支援力向上に

は至っていない。 

事業者からの支援にあたり、経営指導員が単独で支援する場合が多いため、組織全体の支援力向

上が課題となっている。 

  

（２）事業内容 

①外部講習会等の積極的活用 

従来通り、青森県商工会連合会が主催する研修会等に積極的に参加するとともに、「経営指導員

等ＷＥＢ研修システム」にもこれまで以上に受講し、小規模事業者等への支援ノウハウの習得を図

る。 

また、課題のひとつであるＤＸ推進への対応については、他の支援機関が実施するオンラインセ

ミナー等へ積極的に参加し、知識の習得に努める。事務局でもＤＸ化を推進し、事業者からの相談

対応や説得力のある提案等を図る。 

  

②ＯＪＴ制度の導入 

支援経験の豊富な経営指導員と若手職員がチームを組織し、事業計画策定支援等の機会を活用

したＯＪＴを実施し、事務局職員全体の支援力向上を図る。 

特に、ＩＭの認定を受けた職員が在籍しているため、創業関連の支援にあたっては、若手職員と

共に支援を行う。 
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③職員間の定期ミーティングの開催 

事業者が現在取り組んでいる課題等を職員間で情報共有し支援に活かすため、週１回のミーテ

ィングを開催する。 

  

④データベース化 

担当経営指導員等が基幹システムや経営支援システム上のデータ入力を適時、適切に行い、支援

中の小規模事業者の状況等を職員全員が相互共有出来るようにする。これにより、担当外の職員で

も一定レベル以上の対応が出来るようにするとともに、支援ノウハウを蓄積し、組織内で共有する

ことで組織全体の支援能力の向上を図る。 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 令 和 

６年度 

令 和 

７年度 

令 和 

８年度 

令 和 

９年度 

令 和 

10 年度 

必要な資金の額 550 550 550 550 550 

 

１．地域の経済動向調査 

 ・地域内の景気動向調査 

 

２．需要動向調査 

 ・自店の利用者へアンケート調査 

 

３．経営状況の分析 

 ・経営状況の分析 

 

４．事業計画策定支援 

 ・ＤＸセミナー 

 ・事業計画策定セミナー 

 

５．事業計画策定後の支援 

 

６．新たな需要の開拓支援 

 

７．事業評価委員会 

 

 

30 

 

 

40 

 

 

30 

 

 

140 

140 

 

20 

 

100 

 

50 

 

30 

 

 

40 

 

 

30 

 

 

140 

140 

 

20 

 

100 

 

50 

 

30 

 

 

40 

 

 

30 

 

 

140 

140 

 

20 

 

100 

 

50 

 

30 

 

 

40 

 

 

30 

 

 

140 

140 

 

20 

 

100 

 

50 

 

30 

 

 

40 

 

 

30 

 

 

140 

140 

 

20 

 

100 

 

50 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

 

調達方法 

 

 会費収入、国補助金、県補助金、町補助金、事業受託料、手数料、雑収入 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

② 

 

 

 

③ 

 

 

 

 




